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序 章 

 

（１）問題設定 

 

本論文の目的は、地方政治における二元代表制の現状、すなわち議会と首長の

それぞれが住民の代表として、どのような影響力関係を形成しているのかを分

析することにある。そのうえで、地方議会が住民の代表として、どのような役割

を果たすべきなのか、その課題と展望について考察する。  

地方政治の二元代表制、議会と首長の関係は車の両輪にたとえられることが

ある。しかし実際は、権限の多くが首長に集中し、首長に優位性がある。その理

由のひとつは、その選挙制度に由来する差異であるといわれている。首長は全有

権者によって投票されるが、都道府県議会議員や政令指定都市の議会議員は特

定選挙区の有権者の投票により当選できる。これにより首長は全体代表であり、

議員は地域の代表という性格を持っているといえる。また、特定選挙区ではなく、

首長と同じく全有権者による投票によって選ばれる議会議員も、地域の代表と

いう性格は変わらず、その民意の大きさの差が影響力の大きさにも関係してい

るといえる。  

議会の権限については、普通地方公共団体の意思決定機関として、議決権や監

査権を有しているが、報道では、執行機関の監視等の役割だけが強調されている。

執行機関である首長の予算提案や提出条例が否決されれば、住民生活に支障が

出るなどの面から、議会の動向が注視されることが多いのが現状である。賛成可

決なら「穏やか」、反対否決なら「荒れる」と、表現されることが多い。二元代

表制における議会と首長は、本質的に衝突し得る制度である。では、なぜ、議会

と首長はあまり衝突せず、穏やかな協調路線をたどる議会が多いのか、その理由

はいくつか考えられが、一番の理由は、多くの地方議会で議会多数派が首長与党

であることだと考えられる。  

地方議会における、都道府県議会議員や市区町村議会議員の位置づけは特別

職地方公務員であり常勤職員ではない。市議会議員を例に挙げた場合、職務には

大きく分けて次の 3 つが存在する。「市民の代表者になる」、「市民の意見を行政

に反映させる」、「市長と市の行政の監視」である。都道府県議会議員や区議会議
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員、町村議会議員も同様で、県民や県等と、行政単位と首長が変わるだけで、職

務内容は基本的に同じである。筆者は、現職の市議会議員である。2013 年 7 月

執行の奈良市議会議員選挙（定数 39 名）に、自由民主党の公認候補として立候

補し、初当選し、現在 2 期目である。約 7 年間の政治経験と議員活動もふまえ、

地方議会の現状と課題を考察し、住民の代表である議員として、いかに民意を反

映させられるのかについて、本論文で明らかにしたい。  

 本論文の構成としては、序章で問題の設定をおこない、先行研究を紹介しなが

ら分析枠組を示す。第 1 章では、地方議会における二元代表制の構造を概説す

る。第 2 章では、議会と首長の影響力関係の分析をおこなう。分析の方法は、事

例分析と類型化である。第 3 章では、首長優位の二元代表制論の下、議会の機能

強化のための実践策を提示する。終章では結論を示し、地方議会の課題と展望を

述べる。  

 

（２）先行研究   

  

日本の地方自治では、二元代表制が 70 年以上にわたって維持されてきた。そ

の制度の下、首長には強い権限が認められた一方で、議会の有する権限は限定さ

れ、それが議会の存在意義を低下させたと考えられる 1。まずは、日本の地方政

治に関する政治学、行政学における主要な先行研究を確認する。二元代表制にお

ける政治的意思決定について、議会と首長の影響力関係を論じた研究は多くあ

るが、ここでは、地方政治の二元代表制が首長優位の制度であることに着目した

研究と、地方議会議員の意見をまとめた報告書や、全国の地方議員を対象に実施

された全議員アンケートを取り上げる。  

 

 

①二元代表制 

 

 
1 辻（2019）、3 頁参照。  
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地方自治法の定めにより、地方自治体における予算の編成、調製 2、提案、執

行は、首長に専属する権限であり、議会側には認められていない。相互の抑制と

均衡が機能する二元代表制の下でも、首長に強い権限が与えられている。  

行政学者の金井利之（2019）は、二元代表制論に基づく自治体における予算

について、「議会による特別多数議決でも首長に予算執行を強制できない」 3と、

予算執行権が長の専権であることを説いている。そのうえで、金井利之（2019）

は、二元代表制論において2つの民意があることに着目し、議会と首長が衝突し、

自治体として意思決定ができなければ、政策が沈滞することは避けられず、住民

の負託に応えられないと指摘し、「議会が機能すると自治体が機能不全に堕ちる

ので、自治体が機能するには議会を機能不全な状態におかなければならない」 4 

と地方自治体が首長優位であることの必要性も説いている。  

政治学者の大森彌（2002）は、首長と議会の関係において、首長が予算編成

権、議案提出権、再議権を持ち、議会は、当該予算の趣旨を損なうような増額修

正はできない制度である等、二元代表制が執行権の確保に重点が置かれた制度

であることを指摘し、「自治体の意思を形成する上で、執行機関が主導性を発揮

しやすい構造である」 5と述べている。  

政治学者の曽我謙悟（2019）は、議会と首長の関係において、権限の配分に着

目し、条例については、議会と首長に与えられている提案権だが、予算について

は首長にのみ与えられた提案権であることを理由に、「首長側に大きな権限が与

えられている」 6と説明している。  

政治学者の木下健・加藤洋平（2020）は、議会の討議機能に着目し、二元代表

制における議会と執政府の関係において、「二元代表制の場合、議会と首長が対

立する場合がしばしば見受けられる。しかし、首長が予算調整権を持ち、ほとん

 
2 地方議会運営研究会（2014）、576‐577 頁参照。予算の調製とは、次のよう

な行為とされている。「歳入についてあらゆる資料に基づいて正確にその財源

をとらえ、かつ経済の状況を勘案して適正に収入を算定するとともに、義務的

経費はもちろん、選択したその他の業務に関する経費を歳入とのバランスの上

に計上することで、予算の編成までの一切の行為」   
3 金井（2019）、67-68 頁。  

4 金井（2019）、90 頁。  
5 大森（2016）、121 頁。  
6 曽我（2019）、27 頁。  
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どの議案を成立させており、強い権限を有している」 7と述べている。さらに、

木下健・加藤洋平（2020）は、地方議会改革により、議会の立法機能が向上した

かどうかの検証をおこない、「議会改革によって、地方自治体の裁量権が大幅に

増大していながらも、『地方議会は、独自の政策提案や条例制定を行っていると

はいえない状況にある』と指摘し、議会で議決される条例のほとんどは首長提案

であり、修正もされず、原案可決が大多数を占めている」 8と地方議会改革後も

首長優位が続いていることを明らかにしている。  

 

②議会と首長の権限 

 

 地方自治法では、議会と首長それぞれの権限が定められている。  

政治学者の辻陽（2019）は、大統領制と日本の二元代表制を対比している。具

体的には、議会の議決に異議がある場合、首長が再議を要求できる権利は、大統

領制でいうところの拒否権の行使に当たることに着目し、「日本の二元代表制に

おける、議会に対する首長の権限は非常に強い」 9と述べている。  

政治学者の曽我謙悟・待鳥聡史（2007）は予算提案に着目する。「首長は議会

が反対しない範囲で自らが望む内容を成立させることができる。議会は自らが

望まない予算の成立を防ぐことはできるが、提案権を持たないので、自らも首長

も成立を望む予算があったとしても、首長の予算提案を待たなければならない」

10と、あくまで議会は受け身の立場であることを指摘している。そのうえで、権

限配置について以下のように述べている。「日本の地方政府では首長が優位しや

すい構造なっていることが、しばしば指摘されてきた。しかし、人事面での任命

権と羅面権、政策面での提案権と決定権および拒否権という 5 つの権限に区分

して考えると、従来の議論は必ずしも適切でない」とし、「首長は確かに政策面

での提案権について予算案の提案権を独占するなど相対的に強い権限を持つが、

 
7 木下・加藤（2020）、103 頁。  
8 木下・加藤（2020）、115-116 頁。  
9 辻（2019）、23 頁。  
10 曽我・待鳥（2007）、48 頁。  
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人事面では単独で政治任命を行うことができない」など、「地方政府の執行制度

は、単純な首長優位でない」 11と論じている。  

政治学者の宮崎伸光（2003）は、日本の自治制度が「首長主義」と呼ばれてい

ることを取り上げている。すなわち「首長主義には、首長と議会の対等性に誤謬

がある。制度上も首長と議会は対等関係に置かれていない」12と述べ、首長には

専決処分権が認められていることで、明らかに首長は議会に優越する地位にあ

ることを説いている。  

 

③地方議会の現状と展望 

 

全国都道府県議会議長会からは 2019 年 4 月 25 日、自由民主党総務部会「地

方議会の課題に関するプロジェクトチーム」に対し、地方議会の現状と課題、対

応策に関する報告書が提出されている。この報告書では、地方議会の現状と課題

について議会と首長の権限に大きな差異が存在するとして、つぎの 3 点が挙げ

られている。「1 点目は、『予算』である。内容は、『提案権は長のみが有する（地

方自治法第 112 条第１項）。また、議会は予算の修正権が認められているが、増

額修正について制約がある（同第 97 条第 2 項）』である。2 点目は、『議会の議

決に対する再議（拒否）権』である。内容は、『長は、議会の議決に異議等があ

る場合、再議に付す（拒否する）ことができる（地方自治法第 176 条、第 177 

条）。しかも、長が、条例制定改廃又は予算修正に係る議決に対して、不満であ

るとして発動する再議について再び議決するときは、特別多数議決（出席議員の  

2/3 以上の者の同意）が必要となる（地方自治法第 176 条第 3 項）』である。3

点目は、『議会事務局職員に対する人事』である。内容は、『議会事務局職員に対

する人事権は、形式上議長にある（地方自治法第  138 条第 5 項）が、実際は、

知事部局の一括採用の下、人事ローテーションの一環として議会事務局職員が

配置される」13。このように、議会と首長の権限に関する現状が報告され、地方

議会における首長優位の実情が明らかにされている。  

 

11 曽我・待鳥（2007）、317-318 頁。  
12 宮崎（2003）、139 頁。  
13 全国都道府県議長会ホームページ、2019 年 5 月 7 日更新記事。  
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 NHK が行った全議員アンケート 14によると、「首長が議会を軽視している」と

いう問いに「とてもそう思う」、「ある程度そう思う」と答えた議員は、合わせて

27％余りである。アンケートのまとめでは、二元代表制が首長優位の制度であ

ることを問題視し、「過半数議決の原則などによって、本来あるべき議会の能力

や議員の能力や質の低下が強く見られるようになっており、首長を強く擁護す

る議員の集団（会派）を与党とし、数で議事を決定することが多くなっている。

これは議会が行政をチェックするという大きな役割を考えていないことになる。

議会の存在意義そのものが疑問となる」 15と指摘している。  

このように、二元代表制では、議会と首長が相互作用を及ぼし、競争し合って

地方政治が展開されている。しかし、地方自治論などの先行研究の理解では、首

長と執行部が立場的に優位であることが指摘され、日本の地方政治は強首長制

ともいわれている。強首長制は、予算編成権、人事権、再議権もしくは拒否権を

首長が持っていることを重視する。日本では、これらの権限を持つ首長が政治的

に強いということが特徴である 16。 

 

（３）分析枠組 

 

二元代表制においては、先行研究でも確認したように、法体系として、首長に

優位性があるといえる。ただ、地方議会には、予算や条例の議決権という団体意

思を決定する権限が付与されている。また、執行監視という点では、議会と首長

の執行機関とは対等の関係でなければならない。しかし、時々の地方政治の情勢、

議会の構図によっては、首長優位の状況が生まれやすいと考えられる。最近では、

無党派層の支持も背景に、大阪都構想という独自の政策を実現しようとした橋

下徹（大阪府知事、大阪市長）など、強いリーダーシップを発揮した首長もいる。

 
14 NHK は、2019 年 1 月から 3 月にかけて、全国 1788 の都道府県・市区町村

の議会と、所属する約 3 万 2,000 人の議員全てを対象とした、大規模アンケー

トを実施している。アンケートには、約 60％にあたる 1 万 9,000 人余りから回

答が寄せられている。  
15 NHK ホームページ『首長が強すぎる！～2 万人議員アンケート』2019 年 4

月 12 日更新。  
16 木下・加藤（2020）、19-20 頁参照。  
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ただし、橋下のような事例ばかりではない。以下では分析枠組として、まず議会

と首長がどのような影響力関係を形成しているのかを説明する。  

 

①影響力関係の形成 

 

 筆者は、議会（より正確な表現は議会多数派）と首長の影響力関係について、

「協調型」、「対決型」、「首長優位の対決型」の 3 つの状況で説明できると考え

る。本論文では、議会と首長の影響力関係の形成について、ゲーム理論を用いて

説明する。なお、本論文が分析枠組に用いる議会と首長の関係については、議会

を「議会多数派」と定義する。  

二元代表制における議会と首長の影響力関係は、ゲーム理論を用いて説明さ

れることが多い。経済学者の浅子泰史（2018）は、政治のフォーマルモデル分析

の展開を説明し、ゲーム理論を用いて政治を分析する 17 。政治学者の竹内俊隆

（2011）は政策研究にゲーム理論を用い、戦略的状況と意思決定を説明する 18。

金井利之（2019）は、自治体では一般的に首長と議会があまり衝突しないこと

を問題視し、その理由として、同じ有権者集団から選ばれる点と、日本社会の和

を尊ぶ政治文化を指摘する。そのうえで、議会と首長の損得から戦略状況におけ

る利得を示し、両者の影響力関係を説明している 19 。  

 

・協調型戦略の状況 

 

議会と首長が図表 1 の状況の場合、議会も首長も対決の戦略を選択すると、

衝突状態になり、何も決めることができないことで利得は（0、0）となる。首長

が対決姿勢をとり、議会が屈服して協調の戦略を選択すると、首長主導状態とな

 
17 浅子（2018）、6-7 頁参照。ゲーム理論を用いた政治分析は、数学者のジョ

ン・フォン・ノイマンと、経済学者のオスカー・モルゲンシュテルンが 1944

年に記した著書からはじまり、1980 年代に入り、政治学への応用が急激に発

展し学術誌にもゲーム理論を用いた論文が多数掲載されている。  
18 竹内（2011）、23-28 頁。  
19 金井（2019）、50-61 頁参照。金井は、首長と議会の対戦戦略を、「協調戦略

を生む状況」、「対戦戦略を生む状況」、「首長優位の対戦戦略を生む状況」の 3

つの状況に例え、ゲーム理論的に説明している。  
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る。首長は自らの政策を実行できるが、政策推進されることで、議会にも多少の

利得はあるので（10、2）の利得となる。反対に議会が対決姿勢をとり、首長が

屈服して協調の戦略を選択すると、議会主導状態となる。しかし政策は実行され

るので、首長にも利得はあるので（2、10）の利得となる。そして、両者が協調

の戦略を選択すると融和状態となる。  

 首長としては、対決の戦略を選択することで 10 の利得となるかもしれないが、

相手の戦略によっては 0 の利得かもしれない。また、協調の戦略を選択すると、

2 の利得かもしれないが、8 の利得かもしれない。利得 0 の最悪の事態を避ける

ためには、協調の戦略を選択する。議会も、同様の利得を計算して戦略を選択す

るので、利得 0 の最悪の事態を避けるためには、協調の戦略を選択する。結果的

に、両者が協調の戦略を選択するので、議会と首長の関係は融和状態が生じる。  

 序章で述べたが、二元代表制における議会と首長は、本質的に衝突し得る制度

であるが、実際は議会と首長はあまり衝突せず、穏やかな協調路線をたどる議会

が多い。その一番の理由は、多くの地方議会において、議会多数派が首長与党で

あることによる。この協調型戦略の状況における損益計算は、その理由を示すも

のである。  

 

 

     議会 (議会多数派 )の  

戦略  

首長の戦略  

 

対 決  

 

 

協 調  

 

対 決  

 

（0、0）  

衝 突  

（10、2）  

首長主導  

 

協 調  

 

（2、10）  

議会主導  

（8、8）  

融 和  

図表 1：協調型戦略の状況  
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・対決型戦略の状況 

 

議会と首長が図表 2 の状況の場合、改革派の首長は、自らの政策を力強く推

進するために、議会の既得権益に切り込もうとする。そこで議会と融和すれば、

議会側の一定の既得権益は守られるので、首長の利得は 0 となる。ここで議会

主導になれば最悪の－2 である。しかし、議会を屈服させることができれば、既

得権益の解体が可能なので、10 の利得が見込める。ただ、議会と衝突してしま

えば改革は進まず現状維持になるので、利得は 0 である。このような状況では、

首長は最悪の－2 を避けようとすると対決戦略をとるしかない。また、利得 10

を目指しても、対決戦略を選択するしかない。  

議会としては、最悪の－2 を避けるために対決戦略を選択し、利得 10 を目指

しても、対決戦略を選択することになる。結果として、両者は対決戦略を選択す

ることで衝突状態が生じる。  

 この対決型戦略の状況については、お互いが対決戦略を選択しているが、その

選択理由が最悪の－2 を避けるためであることを確認しておきたい。  

 

 

 

     議会 (議会多数派 )の  

戦略  

首長の戦略  

 

対 決  

 

 

協 調  

 

対 決  

 

（0、8）  

衝 突  

（10、－2）  

首長主導  

 

協 調  

 

（－2、10）  

議会主導  

（0、8）  

融 和  

図表 2：対決型戦略の状況  
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・首長優位の対決型戦略の状況 

 

 二元代表制において、首長優位であることを前提にした場合の戦略状況が図

表 3 である。首長は議会と衝突しても、専決処分や再議の行使が可能であり、議

会事務局を含めた人事権も有していることで、一定の行政改革が可能である。こ

の利得を 4 とする場合に、融和すれば改革を推進できないので、0 の利得とな

る。そうであれば、最悪の利得－2 を避けるために、利得 10 を目指し、首長は

対決戦略を選択する。議会も同様であるから、結果として衝突状態となる。議会

多数派との選択であることから、改選により議会の構成が変わらない限り、この

状況が大きく変わることは考えにくく、長期的にも首長は議会との対立を煽る

と考えられる。  

 この首長優位の対決型戦略の状況は、首長側に大きな権限が与えられている

ことで、首長が大きな影響力を行使できることによる、二元代表制自体の問題点

を明らかにしている。  

 

 

 

 

      議会 (議会多数派 )の  

戦略  

首長の戦略  

 

対 決  

 

 

協 調  

 

対 決  

 

（4、4）  

衝 突  

（10、－2）  

首長主導  

 

協 調  

 

（－2、10）  

議会主導  

（0、8）  

融 和  

図表 3：首長優位の対決型戦略の状況  
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 ゲーム理論を用いて、「協調型」、「対決型」、「首長優位の対決型」の 3 つの状

況を説明し、議会と首長の影響力関係を明確にした。本論文の分析枠組は、議会

と首長が、お互いの影響力を行使し、損得計算を行いながら対戦戦略を生んだ結

果得られる利得を示すものである。そこで、本論文における、「二元代表制にお

いて首長優位の必要性が認められている中で、議会としての立法機能の強化策

の考えと、いかに民意を反映させられるのか」というリサーチ・クエスチョンに

答えるために、「議会改革による事例分析」と「地方議会を類型化」の 2 つの分

析枠組を設ける。  

 

②地方議会改革による事例分析 

 

 地方議会において「議会改革」という言葉は一般用語となっている。自治体議

会改革フォーラムの調査では、2019 年 4 月 1 日現在、全体の 49.7％の 888 自

治体が議会基本条例を制定している 20。しかし、議会改革はあくまでも制度の見

直しであり、住民代表としての議員それぞれと首長の関係を直ちに左右するも

のではない。ただ、議員それぞれの資質向上を促す要素はある。地方自治法改正

を中心とする議会制度の改革によって、地方議会における権限、関与の範囲は広

がっており、首長と執行機関に対しての影響力は大きくなったといえる。例えば、

議員定数規定の完全条例委任、通年議会制度の導入、常任委員会の複数制、予算

決算委員会の設置などは、議会の独自の工夫を可能にしており、議会の活動や組

織編成の自由度がさらに強化された。現在、議会改革を進めていない地方自治体

はほとんどないといえよう。さらに、そのほとんどの地方議会において、改革の

停滞が許されないということも強く意識されていよう。  

 まず、第 1 の枠組は、同規模、同条件を考慮した地方議会における議会改革に

関する事例分析である。二元代表制について、先行研究では、首長の執行機関の

方が政治的に優位な立場にあり、議会は脇役的な存在であることが指摘されて

いる。さらに、各種の問題も多く引き起こされ、地方議会は、その存在意義を問

 
20 自治体議会改革フォーラムホームページ『議会基本条例・議会改革情報』

2020 年 07 月 01 日更新。 
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われてきた。2000 年代に入り、地方分権改革が推進されたことで、改めて地方

議会の存在意義、首長との関係のあり方が問われている。議会は首長に対抗、牽

制できる存在であり、立法機関としての役割も持ちあわせている。住民とともに

地方政治を担う存在として、その役割の重要性が改めて指摘されている。そこで、

全国の多くの地方議会は、失われた信頼を取り戻し、存在意義を見出すため、議

会基本条例を制定するなど、改革に着手している 21。  

事例分析の対象とする大津市と奈良市は、近隣の県庁所在地であり、人口規模

及び議員定数も類似している。そして同じ中核市 22でもある。日本の地方自治体

には、人口 1,000 人以下の村から、100 万人を超える大都市まで、約 1,700 の市

町村が存在する。これらの市町村は、政令指定都市 23を除き、法律等によって、

ほとんど同じような事務権限が認められていた。そこで人口 20 万人以上の要件

を満たす政令指定都市や中核市の事務権限を強化し、できる限り住民の身近な

ところで行政を担うことができるようにした都市制度が中核市である。大きな

事務権限を持つ中核市の事例は、地方自治における権限や影響力を分析するう

えで有用である。さらに、両市ともに議会基本条例を制定 24するなど、議会改革

に取り組み、一定の成果を挙げている点においても、その改革内容を取り上げ、

成果と有効性を検証することは適切であろう。  

 

③地方議会を類型化 

 

つぎに、第 2 の分析枠組として、地方議会における議案に対する採決結果か

ら、その態様を類型化する。  

 
21 木下・加藤（2020）、ⅰ頁参照。  
22 人口 20 万人以上の要件を満たす政令指定都市以外の都市。  
23 人口が 50 万人以上を擁する市のうち地方自治法に基づき政令で指定された

都市。一般の市町村や中核市よりも大きな権限を有する。2020 年現在、全国

に 20 市が存在する。  
24 沼田（2011）、49 頁。行政学者の沼田は、議会基本条例を制定する効果につ

いて「標準規則をやめて、独自に議会基本条例をつくるとすれば、それは、住

民の直接請求の対象になる。議会基本条例を制定することは、住民に対しても

開かれた議会を演出できることになる」と述べている。  
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地方の二元代表制と違い、国では、選挙された議員で組織される国会が内閣総

理大臣を指名する。この内閣総理大臣が内閣を率い、国会に責任を負う。これが

議院内閣制である。制度の違いから、国では内閣を形成し、支持する政党と、支

持しない政党との間に与野党関係が生まれる。地方議会においても、首長を支持

する会派（議員）と支持しない会派（議員）の間に、与野党関係が生まれる。た

だ、これは国の議院内閣制における枠組を、首長への支持、不支持に当てはめた

もので、本来的には、二元代表制において与野党関係は発生しないといえる。し

かし、二元代表制における首長への支持、不支持の関係を、あえて与野党関係に

当てはめると、地方議会では「対決型」と「協調型」の 2 つが存在することにな

る。この類型化は地方政治の実際にも沿うものであろう。本論文では、この 2 類

型を用い、議会と首長の影響力関係を分析する。  

 

・対決型 

 

対決型は、大阪府の橋下徹知事、名古屋市の河村たかし市長の就任当初に代表

されるように、議会と首長が睨み合い、対立が激化した状況をいう。二元代表制

は本来的に議会と首長が衝突し得る制度であり、権力分立の均衡抑制の観点か

ら、両者が対決することは必要ともいえる。金井利之（2019）が指摘するよう

に、「『対立』の出現は、むしろ望ましい事態であるとし、複数の民意がある地方

自治において、単一の多数派民意による暴走を防ぐ意味がある」25。対決型の事

例としては奈良市議会を取り上げる。  

 

・協調型 

 

協調型は、議会の構図がオール与党、もしくは与党多数の状態をいう。ここで

は、首長提出議案のほとんどが無修正で可決される。議会には本来、自治体運営

に住民の意思を反映し、首長の暴走をコントロールする責務が求められている

点を考えると、協調型の地方議会は、その機能を果たしていないともいえる。協

 
25 金井（2019）、58 頁。  
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調型の地方議会について、大森彌（2016）は、協調型の議会審議について「ほと

んどの自治体では、首長（執行部）と議会との間には、一種の『共演』関係が了

解されていると思われる」26と論じている。協調型の事例としては奈良県議会を

取り上げる。  

 

第１章 地方議会 

 

 本章では、二元代表制の構造、地方議会の役割を概観する。地方自治法は二元

代表制において、議会と首長が相互に牽制する力を与えている。地方自治では、

議会と首長それぞれが与えられた権限を行使し、影響力関係を形成しているの

である。地方議会について辻陽（2016）は、有権者が議員も首長も直接選挙する

仕組みが導入されていることで、国レベルの政治的ダイナミクスとは異なる力

学が地方レベルで働くことを説いている 27。  

 

（１）二元代表制の構造  

 

日本国憲法の施行とともに地方自治法が施行され、地方議会制度の歴史は 70

数年になる。憲法では第 8 章に地方自治について章立てされ、第 92 条で「地方

公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基づいて、法律でこ

れを定める」と規定されている。これを受けて、1947 年に地方自治法が施行さ

れたのである。憲法第 93 条では、「地方公共団体には、法律の定めるところに

より、その議事機関として議会を設置する」と謳われ、地方議会が定義されてい

る。さらに第 2 項では、「地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定める

その他の吏員は、その地方公共団体の住民が、直接これを選挙する」と定められ

ている。そして地方自治法は、首長と議会の自主性を尊重しながらも、その権限

を分かち、相互間の均衡と調和を図る仕組みを定めている。この組織形態が二元

代表制である。二元代表制の構造的特徴は、議会と首長がともに住民を代表する

 
26 大森（2016）、136 頁。  
27 辻（2016）、218 頁参照。  
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点である。議会と首長それぞれが民意を得ていることで、相互の抑制と均衡によ

って、緊張関係が保たれている。  

地方議会における首長と議会の提案権、決定権、拒否権の配分をみると、首長

は条例案と予算案の提出権を有しており（地方自治法 149 条）、議会は条例案の

提出権を有している（地方自治法 112 条）。そして両者が拒否権を有し、対立す

ることがある。首長は、議会における条例や予算案の議決などに疑義等があると

きは、議会に再議を求めることができる（地方自治法 176 条）。議会は、条例案

や予算案の議決権を有し（地方自治法 96 条とともに）、首長の不信任議決権を

有しており、3 分の 2 以上の出席、出席議員の 4 分の 3 以上の賛成で不信任を

議決できる（地方自治法 178 条）。曽我謙悟・待鳥聡史（2007）は、「予算と条

例の承認権は議会が独占しており、たとえ議会が予算提案権を持たなくとも、承

認権を持つ限り、成立する予算が選好から乖離することはない」28と述べている。 

 二元代表制における選挙制度の効果においては、議会と首長の 2 つの民意に

ついて、辻陽（2016）は、議会多数派と首長の党派性が一致しない状況を「分割

政治」29と述べている。これは、議員と首長それぞれの選挙において、有権者が

同じ党派の候補に投票するとは限らないことを説明している。この選挙制度に

ついて最も重要なことは、執行機関の首長と、議事機関の議員それぞれを、住民

が直接選挙することによって、議会と首長のそれぞれが住民に直接責任を負う

ことである。 

それぞれ民意を代表する議会と首長が相互に影響力を行使する二元代表制に

おいて、政策への両者の意見が異なる場合、首長優位の状況であっても、議会は

権限と影響力を行使し、首長と対立することがある。先行研究の整理においても

述べたが、二元代表制の下、首長が政治的に優位な立場にあると長らく理解され

てきた。一方で、そうした理解を批判し、議会が大きな影響力を持つとする指摘

もあった。確かに地方自治制度の理念上、議会は首長に対して影響を与えられる

存在でなくてはならない。しかし、その影響力の大きさは、地方政治の具体的状

況によって変化するのである 30。 

 

28 曽我・待鳥（2007）、47 頁。  
29 辻（2016）、219 頁。 
30 木下・加藤（2020）、20-21 頁参照。  
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（２）二元代表制の中での地方議会の役割 

 

 本節では、二元代表制における地方議会の 5 つの役割を確認する。第 1 に、

「住民の代表」についてである。前節でも述べたが、議会も首長も住民によって

直接選挙される。これにより、執行機関と議会は独立、対等の関係に立ち、相互

に緊張関係を保ちながらも、協力して自治体運営にあたる責任を有している。  

第 2 に、「地方公共団体の意思決定」についてである。執行機関の長が独任制

であるのに対し、議会は複数の代表で構成される合議制の機関である。議会は、

首長から提案される予算、決算、条例の制定と改廃、また締結する契約等を審査

するが、審査の場に多様な住民の意見を反映させ、審査の過程でさまざまな意見

を出し合い、その可否について決定する権限を有している。 

第 3 に、「執行機関の監視」についてである。議会は、住民に代わって執行機

関を監視、評価し、執行機関の独走をチェックする機関である。主に議案に対す

る質疑、所管事務調査等によって、その機能を果たしている。 

第 4 に、「政策提言」についてである。議会は、首長から提出された議案の可

否を判断するだけではなく、議員にも条例制定や改廃等についての提案権があ

る。議会の政策形成機能の充実が重要になっており、議案の提案、修正などによ

る議会の意思表明など、政策決定における大きな権限を有している。  

第 5 に、「機関意思の決定」についてである。議会は、その重要な役割の 1 つ

として、国の各省庁や国会等に意見書を提出することができる。特定の問題につ

いての意見書を国に提出することで、住民が目的実現のために議会と協調する

ことができる。 

 以上のように、地方議会は、現行憲法、地方自治法の規定に基づき、住民福祉

増進の使命を果たし、地方自治の一翼を担うことが求められている。地方分権が

叫ばれ、その推進のため、幾度となく地方自治法が改正されてきたが、団体の意

思決定機関としての地方議会への住民の期待は、ますます大きくなっていると

いえよう。筆者は現職の市議会議員として、二元代表制において、首長に求めら

れるものは、「意思決定にぶれることなく、行政のトップとして全ての責任を負

う覚悟」であると考える。そして議会に求められるのは、「行政の監視にとどま

ってはならない。たんなる監視機関ではなく、まさに意思決定機関として行政を



17 

監視することが必要である。議案提案者である首長の責任も重いが、決定した議

会の責任はさらに重い」という自覚を持つことだと考える。そのうえで、議員と

首長は地方議会というオープンな場で議論をすることが最も重要なのである。  

 総務省は、地方議会を「議会は、地方公共団体の意思を決定する機能及び執行

機関を監視する機能を担うものとして、同じく住民から直接選挙された首長（執

行機関）と相互にけん制し合うことにより、地方自治の適正な運営を期すること

とされている」31と定義している。図表 4 は、その定義に基づき、議会と長の権

限とその関係を示している。  

 

図表 4：地方政治の枠組み（議会と首長の権限と関係）＊筆者作成  

 

         首 長                 議 会  

    議案提出               予算の議決  

    予算の調製・執行           条例・自治体計画等の議決  

議会の招集              決算等の認定  

    再議・再選挙の請求          調査権  

    専決処分               検査権  

議会の解散（注 1）                      監査請求権  

不信任議決権  

               選挙で選出  

住 民  

 

注 1：首長は議会による不信任決議を受けたときに限り議会を解散できる。  

 

大森彌（2002）は、地方議会の役割について、「二元的な代表制の意義をふま

えれば、議会側は執行機関と馴れ合ったり、不必要に野党になったりすることな

く、公選議会としての本来の役割について意識をもち、執行機関側の提案や処置

を問いただし、党派、会派なりの意見・主張を戦わせて、議会としての意見をま

 

31 総務省ホームページ『議会のあり方・長と議会の関係について』、参照。  
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とめる必要がある」32と述べている。議会も首長も、住民の代表であるという点

では同じである。それゆえに、それぞれが影響力を行使し、住民の代表として民

意をぶつけ合うことにどのような意味があるのかという議論が成り立っている。

よりよい住民生活を実現するため、議員と首長が討議する場を提供するのが地

方議会の役割である。そして、その役割を果たすうえで生まれるのが対立と協調

である。議場において審議し、徹底した話し合いによって解決するのが地方自治

である。増田寛也（2011）は、「これら地方議会における基本的プロセスが、『地

方自治は民主主義の学校である。』と言われるゆえん」 33と述べている。  

以上、地方議会、地方議員の役割を述べてきたが、その現実的機能には、確か

に地域、自治体の状況によって違いがある。しかし、違いを黙認、放置すること

は、全国等しい住民福祉の観点からも問題がある。地方議会は制度上、首長の執

行機関に影響力を与えられる不可欠の存在である。地方自治の全国的充実に向

け、よりいっそう地方議会改革を推進していく必要がある 34。  

 

第２章 議会－首長関係の分析 

 

 本章では、事例分析と類型化により、議会と首長の影響力関係の考察をおこな

う。事例分析では大津市と奈良市を対象とし、両市の議会改革の取り組みについ

て、その内容から、成果と有効性を考察する。類型化については、協調型の事例

として奈良県を、対決型の事例として奈良市を取り上げ、それぞれ新年度予算審

査の議会採決の態様、首長選挙の様相を考察する。  

 

（１）事例分析－大津市と奈良市の議会改革－  

 

①奈良市の議会改革 

  

 

32 大森（2002）、101 頁。  
33 増田（2011）、20 頁。  
34 木下・加藤（2020）、21-22 頁参照。  
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奈良市議会は、2011 年 7 月に 12 名の委員で構成する議会制度検討特別委員

会を設置し、会派及び無所属議員から議会制度に関する検討課題を取りまとめ、

約 20 項目から優先度の高い項目順に協議をおこない、議会改革に取り組んだ 35。

議会制度検討特別委員会では、奈良市議会議員の政治倫理条例の見直し（全部改

正）及び、議会基本条例の制定についても協議し、改訂と制定がおこなわれた。

まず、議会制度検討特別委員会において調査、検討をおこなった「議会制度検討

特別委員会における協議項目及び決定事項」の内、主な項目 3 点を取り上げる。  

第 1 に、「本会議生中継映像のインターネット配信について」である。奈良市

議会が開催する本会議、委員会（常任委員会、特別委員会、議会運営委員会）、

全員協議会を市議会ホームページでインターネットライブ中継をおこなう。ま

た、会議終了後約 1 週間（土日祝除く）後から録画映像を配信する 36。録画映像

は、ＶＯＤ（ビデオ・オンデマンド）形式で 4 年間保存している。  

第 2 に、「意見書の取り扱いについて」である。従来、非公開の幹事長会で協

議、調整をおこなっていたが、協議はすべて議会運営委員会でおこなう。  

第 3 に、「会議中における情報通信機器の持ち込みについて」である。「会議中

における情報通信機器の使用基準」を委員会決定し、パソコン、タブレット等の

会議中の持ち込みを許可（一定制約有）。これにより、2012 年 12 月議会から持

ち込みを試行実施している 37。  

上記取り組みにより得た外部評価は、つぎのとおりである。日本経済新聞社

「議会改革度調査」（日本経済新聞 2014 年 6 月 16・17 日掲載）38では、ランキ

ング全国 11 位、県庁所在地及び近畿地区全市でそれぞれ 1 位（2012 年度全国

85 位）の評価を受けている。また、早稲田大学マニフェスト研究所「議会改革

 
35 2011 年 6 月定例会（7 月 1 日開催）委員会設置の動議提案説明発現の会議

録抜粋。 
36 2017 年 2 月からは、スマートフォン、タブレット端末からも、議会のイン

ターネット中継の視聴が可能になっている。  
37 2017 年 6 月 15 日に、適用範囲に一般傍聴者を追加し、試験期間を終了し、

本格運用を開始した。  
38 日本経済新聞、2014 年 6 月 16・17 日掲載。  
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度調査 2013」（2014 年 6 月公開）39では、ランキング全国 22 位（2012 年度（前

回）全国 65 位）の評価を得ている。  

つぎに、「奈良市議会議員の政治倫理条例の見直し（全部改正）について」 40

である。2011 年 9 月 21 日に定例会において「奈良市議会の信頼回復に関する

決議」が議決され、設置された議会制度検討特別委員会において、2013 年 2 月

までに述べ 20 回開催された委員会において、議員間討議により条文ごとに検討

された。  

条文に対する法的所見、条文の根拠となる立法事実の明確化などについては、

専門的知見を活用すべく 3 名の弁護士に委託され、「政治倫理条例の考察」 41が

徴された。また、パブリックコメントが実施され、結果については、「市議会の

考え方」として公表された。パブリックコメントの意見を素案に反映した最終案

は、2013 年 2 月の議会制度検討特別委員会において採決され、賛成多数で、全

部改正議案として提出すべきと決定された。その後、3 月定例会に上程され、定

例会最終日の 3 月 22 日の採決で、起立多数により可決された。  

最後に、「議会基本条例の制定」 42である。議会の権能を強化し、監視機能、

政策提案機能、論点の明確化といった、今日の議会に最も求められている機能を

制度上具体化するため、議会基本条例の制定に向けた検討が 2011 年 9 月に開始

された。2013 年 2 月まで、延べ 21 回にわたる議会制度検討特別委員会におい

て、議員間討議により検討が進められた。議会制度検討特別委員会の中に作業部

会が設置され、条文ごとの案について協議された。また、改革にともなう市民ア

ンケート調査が実施され、調査結果はホームページで公表された。専門的知見の

活用については、法政大学法学部政治学科の廣瀬克哉教授に委託され、全議員対

象の勉強会、本条例に対する意見交換会が開催された。さらに、パブリックコメ

ントが実施され、結果は「市議会の考え方」として公表された。パブリックコメ

ントの意見を素案に反映した最終案は、2013 年 2 月の議会制度検討特別委員会

 
39 マニフェスト大賞実行委員会ホームページ『議会改革度調査 2013』2014 年

6 月更新。  
40 奈良市ホームページ『奈良市議会議員の政治倫理条例』2013 年 3 月定例会

提出議案。  
41 奈良市ホームページ『政治倫理条例の考察（3）』2012 年 12 月 20 更新。  
42 奈良市ホームページ『議会基本条例の制定  2013 年 3 月定例会提出議案』。  
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で採決され、賛成多数で、議案として提出すべきと決定された。その後、3 月定

例会に上程され、定例会最終日の 3 月 22 日の採決において、起立多数により可

決された。  

 

②奈良市の議会改革による成果と有効性 

 

 奈良市の議会改革は、奈良市議会基本条例の制定、奈良市議会議員の政治倫理

に関する条例の改正を目標に進められた。外部評価は、前述の日本経済新聞社の

「議会改革度調査」、早稲田大学マニフェスト研究所の「議会改革度調査 2013」

に詳しい。成果としては高評価されているが、これは、本会議のインターネット

中継、政務調査費の公開方法、議会報告会の開催、自由討議の導入という項目に

ついて、各市の回答を数値化してランキングしたものである。したがって、改革

内容としては、透明性の確保、市民に開かれた議会にするという要素が強く、議

会の権限強化には直結していない。他の改革項目については現在も継続中、もし

くは見直し協議中であるが、議会の具体的な政策提案機能の強化が今後の課題

である。  

 

③大津市の議会改革 

 

 大津市議会は、「議会の政策・立案機能の強化」、「議会審議の活性化」、「議会

活動の透明性向上の方策」の 3 つを柱とした取り組みにより 43、より開かれた議

会を目指している。まず、「議会の政策・立案機能の強化」については、主に 10

項目に及ぶ取り組みであるが、特に注目すべき 3 項目について説明する。  

第 1 に、各会派から選出された議員で構成する「大津市議会政策検討会議の

設置」である。政策検討会議は 44、議会の政策立案力の強化を目標に、議員間の

討議、具体的な調査・研究をおこなう。この会議は 2011 年 6 月に制度化され、

 

43 大津市議会ホームページ『議会改革の取り組み -これまでの主な議会改革』

2020 年 9 月 1 日更新。  
44 大津市議会ホームページ『議会改革の取り組み -これまでの主な議会改革』。

議員自らが積極的に条例などを提案するため、各会派から選出した議員で構成

する、大津市議会政策検討会議を設置している。  
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交渉会派（3 人以上所属の会派）から提案のあったもののうち、議会運営委員会

で賛同が得られた場合に設置される。委員は、全ての会派から選出される 1 名

の議員（座長を選出する会派は、座長のほか 1 名の委員）で構成され、同時に議

員全員による政策検討会議全体会が設置される。この政策検討会議で調査・研究、

条例案の検討、作成が行われたことの経過報告等を受け、議会全体で協議をおこ

なっている。  

第 2 に、「大津市議会ミッションロードマップの策定」である。議員任期 4 年

間における議会改革、政策提案の実行目標と工程を任期当初に設定し、計画を策

定することで 45、全議員が議会活動のビジョンを共有し、議会機能の強化を目指

している。これは、住民との約束である基本条例を具現化するため、議会版実行

計画 46として策定しようというのである。概要については、実行計画書に「議員

任期中４年間における議会活動の実行目標やその工程を任期当初に設定するこ

とで、全議員が市議会としての議会活動への共通理解を深め、そのビジョンを共

有することで議会力を高めるとともに、議会活動に対する市民への説明責任を

果たし、市議会の『見える化』の推進を図るものである」と記載されている。  

第 3 に、「大学とのパートナーシップ協定による専門的知見の活用」である。

議会が政策を提案するには、専門的知見が重要であり、有識者の助言が不可欠で

あることから、政策検討会議では「政策検討会議アドバイザー制度」を設けてい

る。その具体的手法は、大学との「パートナーシップ協定」と称する地域連携協

定の締結であり、包括的な協力関係の構築により専門的知見の活用を図ること

が可能となっている。大津市議会は、2011 年には龍谷大学と、2013 年には立命

館大学と、2014 年には同志社大学と、それぞれパートナーシップ協定を締結し

ている 47。  

 
45 ミッションロードマップの検証及び評価を行い、年度ごとのテーマと評価結

果（自己評価）や、次期ミッションロードマップへの申し送り事項における、

評価結果をまとめ、「平成 30 年度検証・評価結果」、「大津市ミッションロード

マップ 2019～令和元年度 検証・評価結果」が報告されている。  
46 大津市議会ミッションロードマップ（議会版実行計画書）、2015 年 9 月策

定、2018 年 3 月改訂、1 頁。 
47 地域連携協定の内容は、「政策検討会議などに大学から教授等を招いて、専

門的な助言を求めることや、学生インターンシップの受け入れによる、人的交

流と相互連携」である。 
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他には、市政課題広聴会の設置、若者の議会への関心と投票率向上の仕組みづ

くりの政策検討会議、土地利用基本条例の制定に向けた政策検討会議、若者の議

会への関心と投票率向上の仕組みづくり（女子学生議会）、龍谷大学図書館との

連携、議会基本条例の制定、議会 BCP（業務継続計画）の策定など、議会改革

に取り組んでいる。  

つぎに、「議会審議の活性化」のための改革である。具体的には、議会におけ

る行政評価、議会意思決定条例の制定、議決事件の検証、通年議会の導入、予算

決算常任委員会の設置、本会議の質問方式における選択（一括質問、分割質問、

一問一答）制の導入という 6 項目である。  

最後に、「議会活動の透明性向上の方策」である。具体的には、議員選出の監

査委員の廃止、議会活動の評価制度、会議条例の制定、議会 ICT 事業の推進（議

場の ICT 化、タブレット端末の導入）、ICT を活用した広報戦略の推進、政務活

動費のコンプライアンスレベルの向上、傍聴規則の条例化と委員会等傍聴条例

の制定という 7 項目である。  

以上の取り組みに対する外部評価は、つぎのとおりである。2013年に第8回マ

ニフェスト大賞「議会グランプリと最優秀成果賞」48、2014年に第9回マニフェ

スト大賞「審査委員会特別賞」49、2015年に第10回マニフェスト大賞「優秀成果

賞」 50、2017年に第12回マニフェスト大賞「優秀成果賞」、「成果賞  特別賞」 51

を受賞するなど、大津市議会の改革は高い評価を得ている。  

 さらに、大津市が会長市である滋賀県市議会議長会は、「滋賀県議長会  軍師ネ

ットワーク事業」52と称し、龍谷大学と 2016 年 7 月にパートナーシップ協定を

締結している。このパートナーシップ協定は、「政策立案機能の向上」と「議事

運営の課題解決」を図ることを目的とし、県下市議会の議員、職員の能力向上を

 
48 マニフェスト大賞実行委員会ホームページ『受賞結果  第 8 回受賞結果』。  
49 マニフェスト大賞実行委員会ホームページ『受賞結果  第 9 回受賞結果』。  
50 マニフェスト大賞実行委員会ホームページ『受賞結果  第 10 回受賞結果』。  
51 マニフェスト大賞実行委員会ホームページ『受賞結果  第 12 回受賞結果』。  
52 軍師ネットワーク事業は、滋賀県市議会議長会が、平成 28 年度から実施し

ている。具体的な事業内容は、「①広域での情報交換を目的とした職員ネット

ワークの構築。②職員の能力向上を目的とした担当者会議の向上。③専門的知

見の活用を目的とした外部機関（大学＜教授＞・弁護士会＜弁護士＞・法務経

験のある市職員 OB など）との協定または契約を締結」である。 
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目指している。主な具体的事業は政策法務相談事業と講師派遣事業であり、政策

法務相談事業は通年事業として、法令解釈等の相談、例規作成に係る助言等を実

施している。講師派遣事業は、法務勉強会や実務者研修会に適宜、講師派遣をお

こなっている。  

 

④大津市の議会改革による成果と有効性 

 

 大津市の議会改革は主要な 3 つの柱に取り組むものであるが、「議会審議の活

性化」、「議会活動の透明性向上の方策」については、奈良市など他の地方議会に

おける議会改革と同様、透明性の確保、市民に開かれた議会を目指すという要素

が強い。ただし大津市議会は、ミッションロードマップのように、任期ごとに実

行目標を定め、自ら評価をおこない、議会として住民への説明責任を果たしてい

る点が特徴的である。ミッションロードマップは、その対象期間が議員任期であ

るため、2015 年 10 月 1 日から 2019 年 3 月 31 日を期間として、2017 年 9 月

に策定された前ロードマップは、すでに検証がおこなわれ、評価結果が公表され

ている。現職議員の任期を対象とする「ミッションロードマップ 2019」は、2019

年年 10 月 1 日から 2023 年 3 月 31 日を期間として策定済である 53。議会の総意

として、議員任期４年間における議会活動の実行目標と工程を設定するミッシ

ョンロードマップの策定は、議会改革の実践策としての有効性が高いといえよ

う。外部からも高い評価を得ている。  

さらに注目すべきは「議会の政策・立案機能の強化」である。すなわち、その

すべての項目が、本論文のテーマである、首長優位の二元代表制下における議会

機能強化の実践策として有効である。特に、大津市議会政策検討会議の設置 54、

 
53 大津市議会ホームページ『大津市議会ミッションロードマップの検証・評価

結果をお知らせします』。  
54 大津市議会事務局に、政策検討会議における成果を確認し、「市政課題広聴

会の設置、若者の議会への関心と投票率向上の仕組みづくりの政策検討会議、

土地利用基本条例の制定に向けた政策検討会議、若者の議会への関心と投票率

向上の仕組みづくり、議会基本条例の制定、議会 BCP（業務継続計画）の策定

などがあり、議会からの政策立案のための主要なスキームとなっている」との

回答を得た。  
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大学とのパートナーシップ協定 55は、議会の機能強化に結びつく有効な実践策で

あるといえる。奈良市の議会改革との違いである。  

 

（２）類型化－対決型と協調型の構図－  

 

①対決型の構図－奈良市議会－ 

 

・2013 年 7 月 21 日執行の奈良市議会議員選挙、奈良市長選挙  

 

奈良市長選挙と奈良市議会議員選挙は 2013 年 7 月 21 日、第 23 回参議院議

員通常選挙と同時に執行された。奈良市長選挙は、2 期目を目指す現職と保守系

が分裂し、元衆議院議員、前県議会議員、前市議会議員 2 名、元市議会議員、元

国土交通省職員の計 7 名による乱立選挙となり、現職が有効投票の 4 分の 1 を

12,000 票余り上回る得票で当選した 56。  

市議会議員選挙では、定数39名に対し、49名が立候補する激戦となり、新人2

名が1万票を上回る票を得るなど、最下位当選者との得票差が8,200票余りの結

果となった。地方議員選挙の当選については、公職選挙法第95第1項第3号に「当

該選挙区内の議員定数をもつて有効投票の総数を除して得た数の4分の1以上の

得票」という規定がある。したがって、この市議会議員選挙での有効投票の総数

170,879票を定数の39名で除した4分の1は1,095票余りで、それ以上の得票で上

位39名が当選人となった 57。各党派別の得票は、自由民主党34,242.368票、日本

共産党 26,493.932票、公明党 21,865票、民主党 20,386.200票、奈良維新の会

16,463.877票、無所属51,427.618票という結果であった。本選挙における市長の

得票が55,154票に対し、市議会議員の得票総数は156,980.636票であった。さら

 
55 大津市議会ホームページ『大津市議会が龍谷大学図書館と連携～全国初！議

会の政策立案機能向上のために～』。龍谷大学とのパートナーシップ協定にお

いては、大津市議会議員および議会局が、龍谷大学図書館の学術情報資料を利

用することが可能となり、議会図書室の強化に資している。  
56 奈良市ホームページ『平成 25 年 7 月 21 日執行  奈良市長選挙』。  
57 奈良市ホームページ『平成 25 年 7 月 21 日執行  奈良市議会議員選挙』。  
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に、国政で連立する自民党と公明党の各議員の得票数を合わせると 56,107.368

票となり、市長の得票数を上回る結果である。  

 この奈良市の選挙結果のように、二元代表制による地方選挙制度の下では、議

会の多数派と首長の党派性が一致しない状況が頻繁にみられる。この状況を「分

割政治」と呼ぶ。これは、有権者が必ずしも、議員と首長の双方について同じ党

派性を持つ候補者に投票するとは限らないからである。さらに、奈良市では首長

と議員の同日選挙が行われているが、選挙のタイミングが異なる地方自治体も

多いことからも、分割政治はより生じやすい 58。  

                                                                                                                                                                                                                                                                                                             

・4 年連続となる当初予算の不成立 

 

 住民生活にとって、国や地方自治体の当初予算は、年度内に成立し、新年度の

4月より執行されることが前提である。しかし奈良市では、新年度当初予算の審

議において2016年度以降、4年連続で市長原案が可決されない事態となった。

2016年度の当初予算審議においては、当初予算の一部を減額修正し可決したが、

市長がこれを不服として再議権を行使した。しかし議会は、再度出席議員の3分

の2以上の賛成で、先の議決のとおりの再可決をおこなった。この当初予算の減

額修正における採決結果については、賛成議員 25名が2013年7月21日執行の奈

良市議会議員選挙で得た得票数の合計は110,415.436票である。再議の採決結果

については、先の議決のとおりに賛成した議員 26名の同得票数の合計は

113,845.436票である 59。2017年度当初予算の審議においては、議会は、前年の

構図で予算委員会において否決に追い込んで撤回させ、議会の要求を一部組み

込んだ予算案を年度内に再提案させ、可決、成立させた 60。2018年度の当初予算

審議では、減額修正予算案を予算審査特別委員会で可決し、市長原案を撤回させ

た 61。2019年度は、修正案が提案され、可決された 62。  

 

58 辻（2016）、219-220 頁参照。  
59 奈良市ホームページ『定例会・臨時会資料  2016 年 3 月定例会』。  
60 奈良市ホームページ『定例会・臨時会資料  2017 年 3 月定例会』。  
61 奈良市ホームページ『定例会・臨時会資料  2018 年 3 月定例会』。  
62 奈良市ホームページ『定例会・臨時会資料  2019 年 3 月定例会』。  
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以上のように、奈良市では議会と首長が敵対して、4 年連続で当初予算の市長

原案が成立せず、議会による市長不信任ともいえる状態が続いている。この事例

のように、二元代表制では、多数派意見として２つの民意が示される。議会と首

長それぞれが異なる民意を反映した場合、両者の調整は困難になる。それは、相

手と妥協することは、それぞれが選挙で負託された民意への裏切りになりかね

ないからである 63。  

 

②協調型の構図－奈良県議会－ 

  

・与野党相乗りの安定した奈良県知事選挙 

 

 現職の奈良県知事は、2007 年の知事選挙で自民・公明両党の推薦と、引退す

る柿本善也知事の支援を受けて出馬し、当選した。2011 年の知事選挙では、「関

西広域連合への参加」を掲げて無所属で出馬した新人の奈良県医師会長、他の 1

候補を下して再選を果たした。この選挙戦では、関西広域連合への参加を拒否す

る現職を批判する大阪府の橋下知事が奈良県医師会長への支持を表明し、現職

は引き続き関西広域連合への不参加を強調したことで、終盤猛追され、約 7 万

票差まで詰め寄られるも、組織票を固めて再選されたのである。2014 年の知事

選挙では、新人の前生駒市長と他の 2 候補を下して 3 選を果たした。現職は出

馬表明後も関西広域連合への参加に否定的見解を示していたが、関西広域連合

長である井戸敏三兵庫県知事が不参加に理解を示す一方で現職支持を表明した

こと、防災や観光等の分野に限定した「部分的参加」を表明したことで、参加を

掲げる前生駒市長に約 5 万 5 千票差まで迫られるも、前回同様、自民・公明両

党の支持層を中心に組織票を固め当選した。2019 年の知事選挙では、新人の元

参議院議員と他 1 候補を下して 4 選を果たしている。元参議院議員は旧民進党

の所属であり、国民民主党の前身の希望の党の公認候補者として 2017 年の衆議

院議員総選挙に立候補しているが、この知事選挙で国民民主党は現職を推薦し

た。日本共産党は独自候補擁立を取り止め、元参議院議員を自主支援した。これ

 
63 金井（2019）、89 頁参照。  
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まで同様、自民・公明両党の支持層を中心に組織票を固めた現職が優位に選挙を

戦ったのである。 

 つぎに、奈良県議会の会派構成を確認する 64。会派構成が及ぼす議会と首長の

関係について、大森彌（2016）は、「会派は首長を支持する多数派をいかに形成

するかを第一の基準として形成されることもあり、その場合、首長の意向も見え

隠れする。この会派の存在が、しばしば首長との関係で与野党意識を生み出して

いる」65と述べ、首長の会派対応の重要性を指摘している。ここでは、現職知事

3 期目以降の会派構成を確認する。2015 年 4 月の奈良県議会議員選挙後の会派

構成は、自民党 11 名 66、自民党奈良 9 名、創生奈良 5 名、日本共産党 5 名、維

新の党 5 名 67、民主党 4 名、公明党 3 名、自民党絆 2 名 68である。つぎに、2019

年 4 月の奈良県議会議員選挙後の会派構成は、自民党 11 名 69、自民党奈良 9 名、

創生奈良 5 名、新政なら 5 名 70、日本共産党 4 名、日本維新の会 4 名 71、公明党

3 名、自民党絆 2 名である。会派構成からも明らかであるが、知事選挙で現職を

推薦する自民・公明両党所属の議員が過半数を超えていることで、知事と議会の

関係はおおむね良好で、安定した県政運営がおこなわれている。 

 

・原案可決の当初予算 

 

 すでに述べたが、国や地方自治体の新年度予算は、年度内に成立し、新年度の

4 月より執行されることが前提であり、不成立 72による住民生活への影響は計り

知れない。ここでは、現職知事 3 期目以降の県議会における新年度予算の採決

 
64 奈良県ホームページ『奈良県議会  議員名簿（会派別）』。  
65 大森（2016）、130-131 頁。  
66 自由民主党所属の 1 名が 2016 年 9 月 30 日辞職願を提出。以降 10 名。  
67 日本維新の会所属 1 名が 2018 年 6 月 18 日付で無所属となり、以降 4 名。  
68 自民党系会派は、自由民主党、自民党奈良、自民党絆に 3 分裂している。  
69 自由民主党所属の 1 名が 2019 年 9 月 4 日辞職願を提出。以降 10 名。  
70 旧民主党。  
71 旧維新の党。  
72 地方自治法 218 条により、本予算が年度開始前までに成立しなかった場合や

地方公共団体の分置廃合があった場合など必要に応じて暫定予算を編成するこ

とができる。さらに首長は特に緊急を要するため議会を招集する時間的余裕が

ないことが明らかであると認めるときには、専決処分で暫定予算を成立させる

ことができる。  
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結果を確認する。2016 年度の当初予算審査においては、日本共産党、なら維新

の会を除く全議員が賛成し、可決、成立している 73。2017 年度の当初予算審査

は前年同様、日本共産党、なら維新の会、創生奈良所属の議員 1 名が反対してい

るが、賛成多数で可決、成立している 74。2018 年度の当初予算審査も前年同様、

日本共産党、なら維新の会、創生奈良所属の議員 1 名が反対しているが、賛成多

数で可決、成立している 75。2019 年度の当初予算審査は、日本共産党、なら維

新の会、創生奈良所属の議員 2 名、無所属議員 1 名が反対しているが、賛成多

数で可決、成立している 76。2020 年度の当初予算審査は、日本共産党、日本維

新の会、創生奈良所属の議員 1 名が反対しているが、賛成多数で可決、成立して

いる 77。これまでの採決動向でも確認できるが、知事与党の安定多数により、そ

のほとんどが原案可決されている。大森彌（2016）は、議会と首長の関係が自治

体運営において、どちらが欠けても成り立たないほど密接な関係にあり、「2 つ

の代表機関は、競い合いと協力によって住民にとって最良な意思決定をしてい

く使命を果たしていくことになる」78と述べている。さらに大森彌（2016）は、

首長の議会対応について、「公式・非公式の事情説明を行い、事前に明確な賛同

を、少なくとも正面切って反対はしないという確かな感触を得ておかなければ

ならない。これが各会派への根回しである」79と、議会対策による賛成多数の確

保が当然であると指摘している。  

 

第３章 議会強化への提言―政策提案のできる強い議会をつくる― 

  

本章では、議会と首長の影響力関係について、議会改革を対比した事例分析、

対決型と協調型という議会の類型化をふまえ、首長優位の二元代表制論の下、議

会が影響力を行使するために必要な議会機能強化の実践策を考察する。  

 
73 奈良県ホームページ『奈良県議会  2016 年 2 月定例会の概要』。  
74 奈良県ホームページ『奈良県議会  2017 年 2 月定例会の概要』。  
75 奈良県ホームページ『奈良県議会  2018 年 2 月定例会の概要』。  
76 奈良県ホームページ『奈良県議会  2019 年 2 月定例会の概要』。  
77 奈良県ホームページ『奈良県議会  2020 年 2 月定例会の概要』。  
78 大森（2016）、120 頁。  
79 大森（2016）、134-135 頁。  
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（１）地方分権改革と地方議会改革  

 

第 1 次、第 2 次地方分権改革は、地方への権限移譲、規制緩和など、数多く

の制度改正を実現し、自治の担い手としての地方自治体の基盤強化をおこなっ

たのである。これまでの改革内容は下記のとおりである。  

1999 年 7 月の地方分権一括法（地方分権の推進を図るための関係法律の整備

等に関する法律）の成立、2000 年 4 月の施行により、第１次地方分権改革が実

現した。この改革により、国と地方の関係が上下・主従の関係から対等・協力の

関係に変わり、機関委任事務制度の廃止、国の関与に係る基本ルールの確立など

が実施され、地方分権型行政システム（住民主導の個性的で総合的な行政システ

ム）が構築された。  

第 2 次地方分権改革については、2007 年 4 月に発足した地方分権改革推進委

員会が、第 1 次地方分権改革の課題として持ち越された地方への規制緩和（義

務付け、枠付けの見直し）、権限移譲を中心に 4 次にわたる勧告をおこなった。

これを受けて、4 次にわたり地方分権改革の一括法（地域の自主性及び自立性を

高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律）が成立し

た。この改革により、国の個々の法令を見直すことで、数多くの個別の事務、権

限について、規制緩和や権限移譲が実施された。  

 地方分権推進委員会第 1 次勧告 80には、「地方分権の推進は、地方公共団体の

自己決定権を拡充する。そして、自己決定権の拡充は必然的に自己責任の拡大を

伴うことになる。地方公共団体の議会の議員及び首長、並びに地方公共団体の住

民は、このことを明確に自覚し、この新たな役割を担うにふさわしい地方公共団

体の行政体制の整備確立に努めるべき責務を有する」81と記載されている。さら

に第 2 次勧告 82によって、「議会の機能強化等」、「議会の組織・構成」、「議会の

運営」の 3 点からなる改革の方向性が示され、全国の地方議会おいて議会改革

 

80 総務省ホームページ『資料 1－1 地方分権改革推進委員会第 1 次勧告（本

文）』。  
81 『地方分権改革推進委員会中間的な取りまとめ』（2007 年 11 月 16 日）。  

82 総務省ホームページ『会議資料  資料 1 地方分権改革推進委員会第 2 次勧告

（本文）』。  
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が進んだ。大森彌（2000）は、「第 1 次勧告では議会に関して直接的には触れら

れておらず、地方分権改革において議会に関する論述が明確になされたのは、第

2 次勧告において『地方議会の活性化』としての項目が記載されたところからで

ある」83と述べている。すなわち、第 2 次勧告によって、地方分権改革の推進に

伴う自己決定権と自己責任の拡大等に対応し、地方自治体の意思決定、執行機関

に対するチェック機能等、地方議会の果たすべき役割が大きくなったことを、大

森は明確にしている。しかし、ほとんどの地方議会において、実践または検討さ

れた具体的な議会改革は「議会ホームページの開設」、「インターネット中継」、

「政務活動費領収書の公開」、「議会報告会の開催」など、議会と議員活動の透明

性の確保が主であった。一方、住民理解の向上を目的とする改革では、「議員定

数の削減」、「議長公用車の廃止」、「議員報酬等の減額」などが項目となっている。

筆者が所属する奈良市議会も例外ではない。これまでの議会改革には、議員定数

の削減をはじめ、何かにつけて削減や縮小という思考が強かったと考えられる。

これは、従来の議会改革が、あくまで情報公開の推進、透明性の確保に主眼があ

り、住民に開かれた議会による、住民理解の向上が主目的であったからである。

しかし、これは「二元代表制において首長が優位であり、首長優位の必要性が認

められている中で、住民の代表である議員として、いかに民意を反映させられる

のか」という、本論文の問題設定に対する解決実践策ではない。  

議会改革の次のステップは、議会の政策立案機能と行政（執行部）監視能力を

高める組織的な取り組みと、その能力を最大限引き出すための外部有識者との

連携協力であるといえる。地方議会改革による事例分析によって明らかになっ

たが、大津市議会では、これらの取り組みが実践されている。  

 

（２）首長優位の必要性と、議会の強化 

 

ここでは、首長優位の必要性と、議会の機能強化による戦略の状況を、ゲーム

理論を用いて説明する。この状況における最適反応の戦略の組は、両者が協調の

戦略を選択した、利得（8、8）である。序章で述べた図表 1 の協調型戦略では、

 

83 大森（2000）、137 頁。  
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利得 0 の最悪の事態を避けるため、協調の戦略を選択していた。しかし、下記の

図表 5 の首長優位の必要性と、議会強化による戦略の状況では、お互いが協調

の戦略を選択することで、結果的に、両者が協調の戦略を選択することによる議

会と首長の関係は融和状態となる。これは、それ以外の戦略の状況と違い、首長

優位の現状と、首長優位の必要性を認めつつも、議会を強化することで、両者が

選択する協調戦略がナッシュ均衡になるからである。  

 

     議会 (議会多数派 )の  

戦略  

首長の戦略  

 

対 決  

 

 

協 調  

 

対 決  

 

（0、0）  

衝 突  

（6、4）  

首長主導  

 

協 調  

 

（4、6）  

議会主導  

（8、8）  

融 和  

図表 5：首長優位の必要性と、議会強化による戦略の状況  

 

以上のように、「首長優位の必要性と、議会強化による戦略の状況」がナッシ

ュ均衡となることで、地方政治おける首長優位の必要性と、議会を強化すること

による影響力関係の形成が、同等、もしくは同等に近づくことが説明できる。そ

こで、本論文が問題とする「二元代表制において首長が優位であり、首長優位の

必要性が認められている中で、住民の代表である議員として、いかに民意を反映

させられるのか」について、実践策を以下で提言する。  

 

（３）議会権限の活用 

  

 地方議会の機能が強化されるためには、議会の権限をふまえ、その権限を最大

限活用した実践策を導き出す必要がある。行政学者の磯崎初仁（2020）は、地方

議会が有している権限を正確に把握し、与えられた権限を十分に活用するため
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に議会が採るべき改革の方向性を論じ、首長の提出議案を受動的に審議する「諮

問型議会」から、自ら地域の課題を把握し、それに対する政策を提案する「政策

形成型議会」への転換を訴える。そのうえ、磯崎は「政策形成型議会」に転換す

るために重要な 4 つの方策を挙げている。その 1 つが「議会権限の活用」であ

る。さらに議会の権限について、「政策形成ごとの権限の配分」を一覧表にし、

区分ごとに説明している 84。ここでは、奈良市における議会と市長の権限配分を

記した表 6 を作成し、「政策形成ごとの権限の配分」を明らかにする。奈良市を

例とする場合に存在する議会と市長の権限配分の区分は、「基本構想・基本計画」、

「予算」、「条例」、「その議案」、「要綱・要領」の 5 つである。  

 

図表 6：議会と市長の権限の配分（奈良市）  

  基本構想・

基本計画  

予   算  条   例  その他議案  要綱・要領  

提案  決定  提案  決定  提案  決定  提案  決定  提案  決定  

市  長  ◎  

 

◎  × 〇  × ◎  × ◎  ◎  

議  会  × ◎  × ◎  〇  ◎  × ◎  × × 

◎：権限を専有、〇：権限を併用、×：権限なし 

 

＊1：基本構想・基本計画を議決要件とする条例は議会提案（奈良市行政に係る

基本的な計画の議決等に関する条例）である。 

＊2：予算措置を伴う条例は、必要な予算措置が講ぜられる見込みがえられるま

では、議会に提出できない。（地方自治法 222 条） 

＊3：行政組織条例の発案権は、市長にしかない。さらに、その修正の範囲は、

提案の趣旨を逸脱できない。（地方自治法 158 条） 

＊4：その他議案の工事請負契約は、市長の事務執行の前提条件の手続き議決で

あり、議会に修正権はない。また、人事案件は、同意か不同意となる。 

 

 
84 磯崎（2020）、27-28 頁。  
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 つぎに 5 つの区分について説明する。第 1 に、基本構想・基本計画の策定は、

本来は首長の権限であるが、議決事件条例で議会の議決を必要とすることが可

能であり（地方自治法 96 条 2 項）、総合計画等を議決事件とする自治体が増え

ている。奈良市も総合計画を議決事件に追加している。 

 第 2 に、予算の提案は首長の権限であるが、その決定は議会の権限である。逆

にいえば、議会の政策方針に適合した予算案でなければ否決できる。また、増額

を含めて修正が可能である。しかし、予算案の増額修正は、その修正額によって

も変わるが、現実的に難しく、議会提案で増額修正した事例は少ない 85。 

第 3 に、条例の提案は首長も議員も可能である。しかし、決定は議会の権限で

ある。議員提案は、定数の 12 分の 1 以上の賛成があれば提出可能であることか

ら、そのハードルは高くない。実際、多くの地方議会で議員提案の条例が提出さ

れている。  

第 4 に、その他議案とは工事請負契約や人事案件であり、市の事務執行の前

提条件の手続きとしての議決であることから、議会に修正権はない。また、人事

案件は同意か不同意となる。 

第 5 に、要綱・要領は、行政機関がその事務処理に必要な基準、手続等を定め

るものであり、これらの決定は執行機関の権限である。しかし、行政監視機能と

して、議会がこれらの内容や執行状況を点検し、必要な場合に修正を求めること

が可能である。 

以上のように、地方議会の権限は広範である。地方議会は、形式的な審議で満

足せず、これらの権限を使いこなす努力をすべきである 86。この点、議会は地方

分権改革によって増大した権限を有効に行使すべきである。たとえば、地方自治

法 96 条 2 項による議決事件の追加、質問時間の拡充などにより、所管事務調査

を充実させ、政策提案に結びつける必要がある。さらに、議会への報告の義務づ

 
85 地方自治法 97 条 2 項により、「議会は、予算について、増額してこれを議決

することを妨げない。但し、普通地方公共団体の長の予算の提出の権限を侵す

ことはできない」と定められている。予算の増額修正については、増額修正に

当たるかどうかの判断を、当該増額修正しようとする内容、規模、当該予算と

の関連などを、総合的に勘案して、判断することが必要であることからも、予

算案の増額修正は、現実的に難しい。  
86 磯崎（2020）、28 頁参照。  
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けや、通年議会の導入などによる権限の活用も必要である。議員が積極的に活動

しなければならないことはいうまでもないが、そのためには議員が十分活動で

きるよう、地方議会の基盤整備を図る必要がある。 

 

（４）政策立案・法案作成能力の強化  

 

地方議会の政策立案能力の弱さを指摘する声は多い。多くの地方議会におい

て、市長側が主体の条例提案は多数みられるが、議会独自の条例提案はほとんど

ないのが現状であろう。全国市議会議長会による市議会の活動に関する実態調

査結果によると、2018 年  1 月 1 日～12 月  31 日の間に全国の市議会での条例

提出状況は、市長提出が  30,632 件、議員提出が  724 件である 87。市長側が提

出する政策提案に対する議会側からの対案はほとんど提出されておらず、議会

は市長側の案に賛成することが慣例となっていることが数値に表れている。そ

こで重要となるのが、政策立案、法案作成の能力強化である。  

法学者の出石稔（2018）は、議員が条例案策定を議会事務局職員に丸投げす

る問題を指摘し、法制執務は議員自身が担うのではなく、議会事務局が担うのが

望ましいとしている。そのうえで、法制執務についての議会事務局の役割として、

「議員提案条例の可決成立後の執行までを見据え、条例全体を『形にする』よう

な、さまざまな手法を駆使する政策法務能力を具備した議会事務局であれば理

想的である」 88と法制執務の展望を示している。  

木下健・加藤洋平（2020）は、地方議会の立法機能を分析し、以下のように述

べている。「必ずしも地方議会で立法機能が弱いということではない。もちろん、

改革の成果として不十分な点もあるが、少しずつ地方議会の立法機能は高まり

つつあるといえる。今後、議会改革によって立法機能が高まっているとされる地

方議会の事例研究を行うことで、その要因が明らかになる」89。議会の立法機能

を高める改革の方策充実と継続が今後の課題であるという。  

 
87 全国市議会議長会ホームページ『調査・研究－市議会の活動に関する実態調

査結果－平成 30 年中』。  
88 出石（2018）、106-107 頁。  
89 木下・加藤（2020）、127 頁。  
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 政策立案、法案作成の能力強化には、具体的な条例制定への取り組みが求めら

れるが、そのためには条文や修正案作成などに精通する必要があり、議会の法制

執務能力の強化が求められる。事例分析で取り上げた大津市議会のミッション

ロードマップの策定は機能強化の実践策として高い評価を得ている。議員任期 4

年間のロードマップに沿って、実際に議員提出の条例を制定している点は改革

の成果といえよう。  

 

（５）議会事務局の機能強化 

 

地方議会は、住民代表としての役割を果たし、首長とは対等の関係でなくては

ならない。そこで必要となるのが、政策提案のできる強い議会をつくることであ

る。しかし、法制執務などの実務的課題を含め、実際に議員だけで政策提案を進

めることは難しい。そこで重要となるのが議会事務局の役割である。すなわち、

議会の政策形成機能を強化するためには、庶務の処理、議事の運営事務だけでな

く、政策の調査機能を含めた、議会事務局の体制強化が必要である。  

政治学者の江藤俊昭（2012）は、事務局の体制整備を訴え、議会事務局から議

会局への名称変更、課や係の配置転換が、議会（事務）局の役割転換を強調する

メッセージであることを指摘する。「議会（事務）局が議員に対応するにはチー

ムにならなければならず、議会（事務）局長をトップとした機動的組織として作

動する必要があり、その手法は、行政組織や企業体と同様に、正答があるわけで

なく、それぞれの議会に適合したものが求められている」90と、事務局の体制整

備の必要性を説いている。  

大森彌（2015）は、議会・議員と「議会（事務）局」の関係に注視する。すな

わち、自治体職員の定数削減が続くなか、議会事務局が議会局と改組しても、職

員の増員はされないだろうとして、自治体行政の問題点を指摘している。増員に

越したことはないが、今は少数精鋭主義でいくしかないと述べ、「事務局にこそ、

 
90 江藤（2012）、214 頁。  



37 

住民志向を持ち、意欲も能力も並以上の、できれば並はずれて優れた人材を集め

ることが求められている」 91とする。  

行政学者の廣瀬克哉（2019）は、二元代表制の問題点として、議会事務局の職

員数が議員数よりも少ない議会が大半である状況を注視する。そして、「議員、

議会に対するサポート機能を充実させることによって、それを補完していくこ

とが、議会の組織体制の中で確保されていく必要がある」 92と訴えている。  

出石稔（2019）は、首長の補助機関たる職員の数と、議会事務局の職員の数を

比較し、歴然とした格差があることに注目し、つぎの 4 項目の詳細な議会事務

局の強化策を提案する。「『政策部局（議会政策法務課等）の設置』、『任期付き職

員（弁護士等の首長から独立した専門家の活用）の配置』、『スタッフの充実（・

外部アドバイザー制度・“光る”議会職員の育成・他都市の事務局との連携・議

会独自の職員採用の可能性）』、『議会のシンクタンクの機能を果たす体制（議員

との関係の整理・構築、議員図書館の充実・活用）』」 93である。  

磯崎初仁（2020）も議会事務局の役割に注目し、法的問題、実務を含め、議員

だけで政策づくりを進めることは難しいとする。そこで、議員間、会派間で不公

平のないよう一定のルールをつくったうえで、事務局が積極的に議員の政策補

佐機能を担うべきであるとしている。そして、実際にこうした機能を発揮するに

は、これを担える人材を育成し、事務局に確保する必要があるとする 94。  

行政学者の駒林良則（2020）は、議会事務局をめぐる議論の経緯を概観し、議

会改革が叫ばれた当初から、議会事務局の充実強化の必要性が指摘されていた

ことに注目する。しかし、議会事務局の充実強化の必要性が浸透していながら、

自治体の財政状況や、職員人事が首長の任命権の下にあることなどが、それを阻

んできた要因であると指摘する。そのうえで、「議会事務局のステータスを向上

させることで、議会事務局職員の士気を高めることができる。さらに、議会事務

 

91 第一法規ホームページ『議員 NAVI 大森彌の進め！自治体議会』  

2015 年 8 月 25 日更新。  
92 廣瀬（2019）、20-22 頁。  
93 出石（2019）、106-107 頁。  
94 磯崎（2020）、26-31 頁参照。  
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局と議員との相互理解の必要性であり、議員が自らの事務局の状況を理解し、職

員の潜在能力を引き出すことを考えるべき」 95と主張している。  

議会事務局の機能強化については、まず職員自身が法制執務 96の能力向上を目

的に、専門的知見を活用 97した法制執務研修を研究者や専門家から受ける必要が

ある。研修では目標設定を行い、年間計画を立てることで効率を高める必要があ

ろう。しかし、職員の法務能力の習熟、議員補佐機能の育成には一定時間が必要

である。議会が予算を伴う条例も扱う以上、財務にも精通する職員も必要となる。

こうした議会事務局の課題解決には、議会費の執行権を持つ議長のリーダーシ

ップが期待され、予算の増額修正を認めるなどの権限の付与が考えられる。  

 

終 章  

 

（１）結論 

 

以上では、首長優位の二元代表制の下、議会が影響力を行使するために必要な

議会機能強化について実践策を考察した。そのうえで結論として、二元代表制に

おける議会と首長の影響力関係と、地方議会の現状と課題を明らかにしたい。 

まず、議会と首長の影響力関係についてだが、政治学者のダール（1999）は、

影響力と原因に関して、「マイナスの影響力は、ときに重要性をもつこともある

ので留意しなければならないが、しかし、政治分析において、通常、私たちに関

心があるのは＜プラス＞の影響力 positive influence の方である」 98と述べ、影

響力を行使するアクターにとってプラスの因果関係を意味することを説いてい

る。これは、本論文で分析してきた議会と首長の影響力関係の形成についても同

様で、プラスの影響力を行使しなければ、民意は反映できないはずである。プラ

スの影響力はコントロールとも表現されているが、議会と首長は相互に影響力

 
95 駒林（2020）、35-37 頁。  
96 公務員が法令の立案及び審査に関する事務又はその事務を行うことをいう。  
97 地方自治法 100 条 2 項により、議会は、議案の審査又は当該普通地方公共

団体の事務に関する調査のために必要な専門的事項に係る調査を学識経験を有

する者等にさせることができる。  
98 ダール（1999）、39 頁。  
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を行使し、一方が主導権を握ることで、相手をコントロールする。本論文ではゲ

ーム理論を用い、議会と首長が形成する影響力関係について、「協調型」、「対決

型」、「首長優位の対決型」の 3 つの戦略の状況から説明した。これらは、プレー

ヤーとなる議会と首長の利得がゼロやマイナスになる、最悪の状況を回避する

ために選択された戦略であり、ダールが定義するプラスの影響力ではなく、マイ

ナスの影響力である。しかし、すでに述べたように、「首長優位の必要性と、議

会強化による戦略の状況」は、プラスの影響力を行使することで、両者が選択す

る協調戦略がナッシュ均衡になる。そのうえで、政策提案のできる強い議会をつ

くるため、「議会権限の活用」、「政策立案・法案作成能力の強化」、「議会事務局

の機能強化」という 3 つが実践できれば、地方議会において、議員が住民の代表

として、より強く民意を反映させられるはずであり、議員はそのための努力を続

けるべきなのである。この点、事例分析で明らかになったが、奈良市議会は、議

会改革に取り組み、一定の成果を挙げてはいるが、これまでの議会改革は透明性

の確保や市民に開かれた議会の要素が強く、議会の機能強化は今後の課題であ

る。大津市議会の議会改革は、議会の機能強化に結びつく実践策であり、議会の

政策立案、法案作成の能力が強化され、議会事務局の機能も強化されている。大

学との連携による議会からの政策提案など、外部からも高評価を得ている。また、

類型化し影響力関係を分析した奈良県議会は、議会と首長がお互いの影響力を

行使しながら、安定した県政運営がおこなわれている。 

つぎに、二元代表制における議会の勢力関係が及ぼす影響についてだが、本論

文では、議会について、より正確な表現として議会多数派と定義し、首長との影

響力関係を分析してきた。辻陽（2019）は、議会過半数を首長与党が占めた統一

政府と、議会過半数を首長与党が占めない分割政府について、議会過程への影響

を概観している 99。これは、首長与党であっても野党であっても、議会過半数の

枠組がなくては、議会と首長の影響力関係は図れないということである。地方議

会議員選挙によって獲得した議席状況によって議会の構図が決まり、議会多数

派でなければ首長と対峙できない。この議会多数派が統一政府か分割政府によ

って、議会の審議に大きな影響力を及ぼすことになる。統一政府か分割政府によ

 
99 辻（2019）、116-136 頁参照。  
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って、議会と首長の影響力関係は大きく変わるのである。統一政府であれば、議

会は首長の脇役として、影響力を行使する傾向が強い。逆に分割政府であれば、

首長の反対勢力として、その権限を最大限活用し、影響力を行使する。辻陽（2019）

は、「『統一政府』」であれば、議案審査が粛々と進み、議会の存在感が見えにく

くなる一方、『分割政府』では議会が『抵抗勢力』であるかのように映る」 100と

述べている。住民に対して、議会の存在感を大きく見せることができるのは分割

政府であることからも、議会と首長の影響力関係の形成については、その権限の

行使だけでは、単純に図れないという課題が残る。 

最後に、議案審議についてである。議会に提案された議案採決は、過半数で議

決する。政党化が進む地方議会において、議会の総意としての意思反映は難しい

のが現実であり、議会に限らず、一般的に社会では多数意見で物事が決まる。経

済学者の坂井豊貴（2015）は、「多数決は、慣習のようなもので、他の方式と比

べて優れているから採用されたわけではない。そもそも多数決以外の方式を考

えたりはしないのが通常だろう」 101と述べ、多数意見の尊重に疑問を呈してい

る。本来は総意が望ましいが、現実としては難しい。議会と首長の影響力関係に

ついても、議会多数派ではなく、議会の総意であれば、議会としてより強い影響

力を首長に示すことができるはずである。政党や会派の枠組を超え、超党派によ

る合意形成を図り、民意を政策に反映させるため、政策提案、政策提言に取り組

むべきと考えられるが、政党や団体、さらに地域性を考慮すると、超党派による

合意形成のハードルは非常に高い。地方議会の問題点は、議案審議などによる行

政監視に時間を費やしていることである。2020 年のコロナ禍における国の補正

予算への対応など、臨時議会における議案審議に追われているのが地方議会の

現状といえる。 

 

（２）提言と展望 

 

 
100 辻（2019）、118 頁。  
101 坂井（2015 年）、5 頁。  
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①新しい地方議会 

 

 本論文では二元代表制における議会と首長の影響力関係について、政策提案

できる強い議会をつくるための実践策を考察した。そのうえで、議会の機能強化

という問題設定を念頭に、課題に対する解決策を明らかにする。 

第 1 に、議会権限を活用した実践策については、第 3 章で奈良市を事例に明

確にしたが、議会権限の範囲は広範で強いといえよう。ときに行政は、住民に不

都合なことを十分に説明しないまま進められてしまうことがある。また、前例の

踏襲もあり、時代にあわなくなった政策を変えようと住民が求めても、いっこう

に改善されないことも珍しくない。このような場合に頼りになるのが議会であ

る 102。議会は、その権限を使いこなす努力をすべきで、権限を活用することで首

長に対する影響力を強めることができ、住民の民意を反映することができる。 

第 2 に、政策立案、法案作成の能力を強化するための実践策については、常任

委員会の所管事務調査と、専門的知見や参考人を活用し、政策提案に結びつける

ことが必要である。委員会での合意形成を図ることで、議会としての政策提案と

なる。さらに、財政面については執行部の協力を得ることで、政策条例の提案に

結びつけることができる。議会提案への執行部の協力については、執行部の職員

も地方公務員であり、全体の奉仕者であることに基づく。すなわち職員は、一部

（首長）の奉仕者ではなく、住民全体の福祉増進のため、民意を反映させる政策

提案、条例提案の法制執務などの実務面で議会と協力すべきといえよう。 

第 3 に、議会事務局の機能強化については、議会事務局職員の法制執務能力

を強化する必要がある。しかし、人材の育成には一定の時間を要するため、執行

部の法務担当者や地方自治体顧問の弁護士を併任発令し、議会事務局の職務に

携わる体制をつくるなど、即戦力人材で事務局の体制強化を図るべきである。さ

らに都道府県議会議長会などによる共同採用も有効である。加藤幸雄（2005）

は、職員の共同採用について、「近隣の自治体が一部事務組合などを組織し、そ

 
102 NHK スペシャル取材班（2020）、29-30 頁参照。  
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の一部事務組合が議会事務局職員を共同で採用し、一定期間研修して各事務局

に配属する」 103と述べ、共同採用による事務局能力向上を提言している。 

以上の実践策に共通するのは、専門的知見の活用だが、地方自治法 100 条 2

項に定められた専門的知見の活用は議会の権限であり、議会機能の強化には研

究者や専門家との連携が不可欠である。議会事務局の機能強化も同様で、議会事

務局職員を対象とし、研究者や専門家による研修会の開催、意見交換が重要であ

る。江藤俊昭（2012）は、「議会の政策形成、監視機能を高めるために専門的知

見が活用できるようになったことで、北海道栗山町議会の総合計画策定、福島県

会津若松市議会の水道事業の委託事業、埼玉県所沢市議会の議会基本条例の制

定など、広がりつつある」104とする。しかし、総務省に報告された調査を確認す

ると、2009 年 4 月 1 日から 2012 年 3 月 31 日の期間で、都道府県分が 25 件、

市町村分は 17 団体の 23 件 105である。2012 年 4 月 1 日から 2014 年 3 月 31 日

の期間では、都道府県分が 0 件で、市町村分は 16 団体の 20 件 106である。2014

年 4 月 1 日から 2016 年 3 月 31 日の期間では、都道府県分が 0 件、市町村分は

12 件 107である。2016 年 4 月 1 日から 2018 年 3 月 31 日の期間で、都道府県分

が 1 件、市町村分は 20 団体の 23 件 108である。専門的知見を活用する地方自治

体がわずかである実態が明らかになっている。筆者が所属する奈良市の実績と

しては、2012 年に「奈良市議会基本条例案策定に当たっての法的審査等に関す

る業務」について大学教授と、「奈良市議会議員政治倫理条例案策定に当たって

の法的審査等に関する業務」について弁護士と、それぞれ専門的知見を活用する

委託契約をしている。しかし、これは議会改革に伴う専門的知見の活用であり、

総合計画の策定や、まちづくり政策における活用実績はない。 

 
103 加藤（2005）、233 頁。  

104 江藤（2012）、208-209 頁。  
105 総務省ホームページ『地方自治月報第 56 号  専門的知見の活用に関する

調』。  
106 総務省ホームページ『地方自治月報第 57 号  専門的知見の活用に関する

調』。  
107 総務省ホームページ『地方自治月報第 58 号  専門的知見の活用に関する

調』。  
108 総務省ホームページ『地方自治月報第 59 号  専門的知見の活用に関する  

調』。  
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専門的知見を活用した研究者や専門家との連携については、山梨学院大学と

山梨県昭和町議会との協定締結、さいたま市と埼玉大学、さらに都道府県でも、

徳島県議会や山形県議会が独自に大学と協定書を締結している 109。すでに述べ

たように、大津市議会も龍谷大学、立命館大学、同志社大学とパートナーシップ

協定を締結している。議会と大学との連携事業はさまざまであるが、まず研修と

いうメリットがある。研究者や専門家による研修会は、テーマを設けて年間スケ

ジュールを計画することにより、徐々にレベルアップしていくことも可能であ

る。教員や学生を交えた意見交換会やワークショップは、議員と大学、青年層の

相互理解を深め、議会の政策立案、法案作成の能力強化にも有用だろう。地元大

学との連携協定は、地方議会が住民の代表として、民意を反映させるため、有効

性の高い実践策といえる。そのうえでの留意点は、首長が地元大学や企業と包括

協定を結んでいる場合、それを活用してもよいし、別途議会で提携する方法も考

えられる。さらに、地元に関連する学部・学科が存在しないという問題もある 110。

奈良市の場合も同様の問題があり、奈良市内の大学では、県立大学には地域創造

学部が設置され、私立大学には法学部が設置されているが、政治学、行政学に関

連する学部を設置する大学がない。この問題については、市外など距離が遠くて

も提携できる方法を模索する必要がある。2020 年のコロナ禍で広がったオンラ

インの可能性を含め、その方法は模索できるといえる。 

以上の課題となるのは専門的知見の活用に要する予算の確保である。江藤俊

昭（2012）がいう「議会費の予算について調製権、あるいは法令上なくとも実質

上その権限を議会は持つべき」111という考えは、その課題解決につながる。議会

費の執行権を議長が持つことで、議会の機能が十分に発揮されるといえよう。こ

れにより、議会事務局職員数の独自判断、議会事務局職員の独自採用が可能とな

り、首長に対し、より強い影響力を持つことができる。 

 

 

 

109 江藤（2012）、211-212 頁。  
110 江藤（2012）、213 頁参照。  
111 江藤（2012）、214-215 頁。  
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②地方議会の展望 

 

本論文により導き出された実践策と、地方議会の現状と課題をふまえ、地方政

治の展望を述べたい。すでに述べたが、多くの地方政治において、議会と首長は

あまり衝突せず、穏やかな協調路線をたどっている。本論文で明らかにした議会

と首長の影響力関係は、その多くが首長優位の現状と、両者が協調の戦略を選択

したことによる融和状態であった。しかし、この現状によって地方議会の形骸化

が指摘され、地方議員の存在意義も問われたことで、議会改革が始まったともい

える。 

地方分権の時代を迎え、地方政治における議会の役割と責任は、いっそう重く

なった。議会を構成する議員の側の意識改革が求められ、それに伴い、全国で地

方議会改革が進められた。住民に開かれた議会による、住民理解の向上を目的と

した改革が多くの地方議会で実践された。議会改革については、一定の成果が多

くの地方議会から報告されている。しかし、地方議会に対する住民の理解や評価

は、なお厳しい。辻陽（2019）は、「地方議会、議員の制度や待遇について検討

し、地方議員という職業が『名誉職』と『専門家』の中間にあるような中途半端

な位置づけしか与えられていないことを確認した」 112と述べている。住民の代

表である議員として、住民の民意を反映させるためには、議会改革の次のステッ

プとして、議会の政策立案機能向上、行政（執行部）の監視能力を高めるための

組織的な取り組みが重要あり、その能力を最大限引き出すために研究者や専門

家など外部識者との連携協力が必要である。そのうえで、民意を反映させるため

には、住民からの信頼が必要不可欠であり、まずは、議員一人一人の意識改革が

最も重要といえよう。 

また、協調路線をたどる地方議会について、曽我謙悟（2019）は、議会と首長

の影響力関係に着目し、「議会の多数派は、拒否権を行使するまでもなく、自分

たちの意向を、政策案に反映させることができている。議会の影響力が行使され

るポイントは、首長との事前交渉なのである」113と述べ、融和状態の影響力関係

 
112 辻（2019）、240 頁。  
113 曽我（2019）、53 頁。  
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を説明している。この事前交渉は、非公開の場面での議会の影響力行使であり、

安定した地方政治運営には必要不可欠な影響力行使ともいえる。 

しかし、日本の地方政治は、議員だけでなく首長も住民が直接選挙する。国会

における総理大臣選挙と違い、首長選挙では、一部の民意に直接訴えかけること

で当選も可能である。そのため、強いリーダーシップと裏腹に、独善的で議会を

軽視するような首長が現れることもあり、その場合、世間の注目が首長に集まり

がちで、ともすれば議会の存在が忘れられてしまう 114。しかし、議会が果たすべ

き役割は、行政が正しく機能しているか、監視し、そのような首長の歯止めとな

ることである。2009 年の第 45 回衆議院議員総選挙では、民主党が圧勝し、政

権交代を実現させた。この時期、地方選挙においても革新系首長が誕生し、多く

の革新系首長与党と呼ばれる地方議員が議席を得た。いわゆる「民主旋風」であ

る。地域と議会に強固な基盤を有しない、革新系首長が誕生すると、民意を味方

に議会を軽視する傾向が現れる。さらに住民参加の積極的な活用により、首長の

影響力が大きくなる 115。このような状況下では、議会が果たすべき役割がより

強く求められる。首長による独断専行が始まった場合について、辻陽（2019）は

「各種議案を提出し執行する首長の責任は重いし、それを議決する議会の責任

もまた重い。真っ先に監視そして抑制できるのは議会である」116と述べ、議会が

果たすべき役割の重さを指摘している。地方議会が行政の監視機能を担ううえ

で、首長の影響力に対抗できる強い議会が必要であり、議会は継続して機能強化

に取り組まなければならない。 

 本論文の最後に、地方政治における首長との関係について述べる。議員及び首

長の双方が住民の直接選挙によって選ばれるという二元代表制の下では、両者

は、抑制均衡の権限関係の中で、それぞれの役割を果たすことが期待されている。

しかし、本論文ですでに明らかにしているが、数次にわたる地方自治法改正後も、

長く続いた機関委任事務体制の一環ともいえる首長優位の制度が残存したまま

である。これらは看過されてきた課題であり、議会と首長との間の均衡を確保す

るという観点に立って、必要な改革を行っていくべきといえる。そのうえで、首

 

114 NHK スペシャル取材班（2020）、29-30 頁参照。  
115 曽我・待鳥（2007）、146-156 頁参照。  
116 辻（2019）、238 頁。  
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長と執行部（幹部職員）の関係について、行政学者の宮崎信光（2003）は、「自

治体の幹部職員は、ごくわずかの例外を除き、長らく自治行政の実務を兼ねたベ

テランである。その職はいわゆる『生涯職』であり、少なくとも当選期数の若い

首長よりも、政策の実現あるいはそれによる効果等に関する評価において、時間

の流れを長期的に捉えることができる可能性が高い」 117と述べている。冒険的

かつ危険性が高い手段を用いてでも、早急な結果を求めがちな革新系首長に対

し、行政の実務を重ねた幹部職員が果たすべき役割について、その重要性を指摘

しているのである。自治体の幹部職員が首長の補佐機能を充分に果たすために

は、両者の緊張関係は欠かせないものである。この緊張関係は、議会の構図が対

決型であろうが、協調型であろうが、必要である。そして、首長との緊張関係は

議会にも欠かせない。住民の代表機関として、広範な権限を持つ議会は、住民全

体に責任をもった行動が求められ、多様な議員から構成される議会だからこそ、

地域全体に責任を持つことができる 118。地方議会がその役割を果たすためには、

議会は首長に追随する勢力ではなく、つねに緊張関係を維持し、議会が有する権

限の駆使と、議会の機能強化に取り組むことで、首長と対等の影響力を持つこと

ができるといえよう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
117 宮崎（2003）、143-144 頁。  
118 江藤（2012）、69 頁参照。  
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